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「所得一商品j毛デノレの特徴と統計数値の適用1)

望 月 喜 I信

本稿は，先の論文のを一層発展させ，それを精密化し， より長期にわたる統計数植の島

てはめを試みたものであるO

第 1節では，ベワキングノしープの「所得一商品Jモデルを新 SNAや，イサエフの「資

材一資金総合パランス表J(CMφ5)など，いわゆる一連の取引行列表と比較し，その特徴

を抽出した。

第2節では，ベリキン表に， 過去20年間の統計数値のあてはめを行なった。以上の作

業にもとづく実託分析は別の機会にゆづることとするo

1. 耳元引行列表と比較したベリキン表の特徴

表 1は，新 SNA1)の基本構造を示す。この表の数字たとえば， 3行4列(以下 3;4と略

記〉の (aT4) とは 3行4列に入る取引額 (Transaction)が245であることを意味する。

この縮約表をより詳掘にしたものが，表 2 f行列形式による総合勘定jである。この表の

数字は， 表 1では結約されている O 表3は，表2の (6;6もしくは 28'"'-'50;28----50)部

分を取り出して別掲したものである。表 2の外縁の括弧のついた数字は，縮約表(表。

の外縁数字に対忠するO 表1Vこ ~IJ してこの勘定表を説明しよう。この表の f3'"'-'12; 3-----12J 

の内部(太枠内)はフロー取引を示し，その外側はストッグ取引である。ここではフロー

取引部分の説明のみに限定するつ f3'"'-'4;3----4Jは，より精密な産業連関表で f3;むと

は;3Jは，いわゆる U 表と v表に対応する。生産活動は， 財貨とサービスの生産に分

かれ，その純産出高は， f3---...，4; 5，-....， llJに表示される。

以下では，表 1における各種の恒等関係式を示し，素材としての消費財供給と，資金と

しての消費支出〈需要)とが一致するならば，そのそれぞれの残査としての蓄積(素材〉

じ投資(資金)とが必ず一致することを証明しよう。

(1) 総供給(国内総生産+輪入)と総需要(輪出を含む〉の恒常式 (3;3)。

(4; 3)+(6; 3)+(11; 3)=(:1; 4)十(3;5) + (3; 7)十(3;8)1 + (3; 8)~ 十 (3; 11) 

443 + 14 十 51 = 245 + 166 + 6 十 38 + 3 + 50=508 

(2) 総投入と総産出の恒等式 (4;4) 

(3; 4) + (6; 4) + (11; 4)三主任;3)十(4;5) 

245 + 241 + 1 = 443 十 44=487

1)本醗究は，文部省科学研究費-殻研究D昭和 54年産課題番号 463013による研究成果の一部である。

2)拙稿「ソ連経済の所得循環-uソ連邦経積統計年報』の研究一一JUスラヴ研究~ No. 22， 1978， 
{ソ連邦の E所得一高品1モデノレへの SPSSの適用J，lr一橋論叢JI1978年 8月c
1) SNA: A System of National Accounts (国民経済計算体系〉の略。
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(3) 消費の需給均禽式 (5;5) 

(3; 5)+(4; 5)+(11; 5)=(5; 6)十(5;11) 

166 + 44 + 2 = 210 + 2 = 212 

(4) 再分配過程〈所得・支出〉均衡式 (6;6) 

(5; 6) + (6; 6) + (10; 6) + (11; 6)三 (6;3) + (6; 4) + (6; 6)一(6;10)十(6;11) 

210 十 Z + 27 + 12 = 14 + 241 + z - 19 + 13=249十Z

(5) 投資・貯蓄バランス式 (10;10) 

-(6; 10) + (9; 10)2 + (8; 10)1 + (9; 10)1= (10; 6) + (10; 9) 
」一一一一ーヘー一一一一一一一J

正味資産 借入金
投 資〈自己資本増) (負債〉減倍償却漬権

〈資産〉
(有形資本形成〉

- 19 + 58 + 3 + 44 = 27 ÷ 59=105 
(6) 金融資産・負漬均模式 (9;8) 2 

(10; 9) + (12; 9)言。;10)2+(9; 12) 

国内負 圏外負 圏内資 圏外資
債増債増産増産増
59 + 17 = 58 + 18 = 76 

m 国外勘定 (11.--..-12;11~12) 
左辺=(3; 11) + (5; 11) + (6; 11) + (9; 12) + (12; 11) 

輪出外国人国海外より 海外の 海外の
内泊費移転所得潰権負債

50 + 2 十 13 + 18 + 1=84 

右辺=(11; 3) + (11; 4) + (11; 5) + (11; 6) + (12; 9) + (12; 11) 

輸入 政府重
接輸入

住民直
接輸入

海外の
送金

海外の
負債

経常取
引残

51 + 1 + 2 + 12 十 17 + 1=84 

以上の均衡式に登場したすべての項呂を左辺と右辺とに分け，左辺に現われる (3;7) + 
(3; 8) 1 + (3; 8) 2 =粗蓄讃(素材〉総額と，右辺に現われる (8;10) 1 + (9; 10) 1 =投資総

額とを残して，左右を桔殺すると，すべて互に浩去され，粗享 ν 投資が証明される。

ついで， ソ連邦で研究されている同系統の代表的取引行列挙(1ζ して， B.江イサエフ

(HcaeB) の「資材一資金総合パランス表J(CBO，lUIbI詰 MaT句協あHOφ服組COBbI詰 E3.JIaHC，

CMφB)を取り上げる〈表的。

この表の (1;2)， (1; 3)， (1; 4)は，生産セクター (2列)，非生産セクター (3列)， 

住民 (4列)の生産的消費である。このモデルでは，非生産セクターに於ても， そこに小

規模ながら生産的企業を所有している現実をふまえ(たとえば，保建省管轄下の製弗j工場

や，大蔵省の造幣烏など)， 住民セクターにおいてもまた， 手工業者による土童物・郷土

頑具製造や個人的盟業農業経営などをもっていることを考憲して，その限りでこれらセク

2) Zは暁得移転取ヲ!で，この数{直を合計しでも意味がないので，低りに Z と名村けることとした。
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表l新S貼の基本構造(踊的表)

10 11 12 13 14116  
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期首資産 1 Fina問an叩叫n削d
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21 Nett酬

商 品 M51566E11、 50

生産 1 Commodities ~ I is 1_ ~ (ljl (rJ2 Xl 

円 111 
41 Activi附 J3 I 4TsJ f t t下
消費支出 ~~ 

消費 51 Consum附 ds/pumOBEs z 〕 1l 

Consumption 所得 支出 14 W トト→↑←..fJ¥---fI¥-I 四19 1I 

6Incomeand 0u向 Z→64 ~ 64 ~I'---J I L/I' ~o つl
資 在属品増加 ~ .16 
\lm州invenMi郎)何I'-(~)

l羽
形 回定資本形成 ]作一(Z)1 12 

蓄積 8 成 F附 pit伽伽 (~o) 

Ld)1 
Accumulation 1 9 1 !¥ 1 ¥ 9;~UI '1' 

戸 ({)1ー
調資本調達 1~ ~ I I I ~ ~ ~ ~ I -E ~ 1~3 ~ 
10 連 capita1fin耐

経常取 51I I 51 1 I 2 12 ↑ 
海外 11 Cu州側

The rest of 
the world 資本取引 197 -32 I !.! I 0 -2 214 -33 
121 capitalt側伽 l~ l~ I2  11I 1~3 l~l 1~5 1~6 
t融的請求権 -21 -2 
13 中

再評価 FinEncial clamE 内 四:

Revaluations 純有形資産 42 
14 小
Nettangible a田~ ~日

I 的請求権 12舗 181 

Closing Assets 純 11 Wi 資産 731 
16 小
Net tangible a蹴~ ~ 

出所:宮沢世ー「日本町削指環J(鰍社)P.31HI7，)HJ高木新太郎「新S~Aの主要t特自Jr続出セ i 十四Jl例年 811J11 合成，ただし (H)， i ト 9) 円者不1:かりのま史t加iた

注目制においては，蜘および期末官邸細川川柏駅伽かUI:純郁資産(附tangib1eas配ts)ijj1)t{i!Iilnetworth) c;iii;&'!.Q二=.United NatiollS， Economic and Socialωuncil，Pro.仰Mortld叫siolloflheS，刈l自152，E!α，3旬6，Aug.1961， p.JO， 
滋)lTlo=期首において腕前町州有H金融的請求権， ITII=期首1:削酬が保有する居住者部門制的金融的請求la，21ioニ期首において制度部門州Il九回内制形資産、品=焔活動への商品投入閣， JTI=園内てω町家計町商品にト!ね消費支出， 日=商品在庫増，

晶=臨固定資本~成1:投入~M商品， 3]1=商品の輸出， 4Th=生産活動によb商品生産， 品ニ政府専による州J~!Uli. 品三国内市場で抑制l政府，民間非営利同体町桝消費支批 品I=j開A世者家;阿国附官支出， 品=輸入聞紙 品=付加摘値， .]0=固定資本
蝋(マイ十1の項目)， .]1=海外からの経常所持町時転(合む財産所得的統:)， ゆ)1=&時JRl増収1，I品)1十!5]0)2二韓国定糾形成， I;flo)l= I吊11+liI9)1， (ifI0)2=制度部門的金融資産純取得紘 9Tu=側部門刈1:居住者百}門発行金融的請求権内納得机hoTI=
期首における制度部門的金制慣保有開， 101i=期首におけb制度部門町正味資産， i品=mll鹿野間町田喜， d19=制度部門的金融自由純先行紙 10]3=制度部門的似jする金制慣の再評価， 10Tu士制度部門的正味資産町再刊，10]5二期末におIH制度部門内金融自宙博有聞，
IOTI.= 用車における制度部門的正味資産'1百三 C1F価腕~;円高品輸入， 11トー般酬の桝における附サービス司直接購入， 1品l品Eニ居削肌佐性嗣者椋閥京釘;削f同円酬で初町融蜘制1附削首似1 :11 ， 1ル品恥肘ニ斗i酬幅馴州外柑酬部馴門附酬川円州州州)/:附附;日胤l住附F咋昔榔酬郎附門削自かh ら切町韓紙昔取陥糊離劃(要獄書新所附!得4州や州他町叫証削常仰持転t古む削)，b目ル1
外制蜘カが{唆噺完

梅外仰部門hが崎{呪発行した金鍋融員慣再評価， 12苅m4=施削外部削柳削f'門'1町居住者部門t円聞鵬師dかhら生tiJ正味憾の再刊， 12]5=期末1:JjljQ制度部門が保有す州外部門知I金融自(<<， lJ1i.=期末におけゆ外部門町住居者部門t町鵬から生じる正味線， 13]0=制度部門が躍有H金融
資産的再評価， 13]2=00同居住吉部門が発行し，博外部門が闘す』金融的請求権問削他 linOニ制度部門町時有H組有車資産円再評価， 1品。=期末におIjQ制捜部門的金融資産両側， 15]2=則紅海外部門特有L園内居住者部門吟行した金融的請求権， 16]0=期末
におけb制度部門保有の純有形資産
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表4産業視点からの資材一勉強合パラγ堵 (CM柿)
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[所得←商品j モデノレの特徴と統討数値の適用

ターもまた物的生産活動を行なうものとしている九日;14j， 11; 15jは財貨の個人的・

社会的消費を示す。 11;20jは蓄積， 11; 21jは輸出を示し，輸出金額を世界市場極格表

示に換算する場合には，九;22jの語数が用いられ， 11; 23j欄にその数字がかき込まれ

るo 12; 1j， 13; 1j， 14; 1j は， 各商品につき， 各生産主体の生産高を示すもので，

19; 1jは取引税， 121; 1jは財貨の生童用輪入高を示す。ついでながら， 住民による浩

費財の直義輸入町工， 121; 14j ~こ示される。 15; 2j， 16; 3j， 17;むは， 各所得主体の

生産活動に持って発生する純生産高(利潤÷賃金〉であり，いづれも，取引税は含まれて

いない〈取引税は 19;1j で一括表示済)0116; 2j， 117; 3j， 118; 4j は同じく各々の

減{面接却額である。なお同;むには， 非生産セクターのサービス活動に必要な人件費

(賃金・捧給)江入っていなし、。〈つまり，この欄には上述した非生産セクターの物的生産

活動からの賃金・俸給のみが入る)015;むには，物的生産部門の賃金は，もちろん入っ

ているが，それらを含めて，生産・非生産セクターで楊く人々の賃金・俸給総額は， 17; 5j， 

17; 6jの各様で表示されるO またこのそデノしでは，先の新 SNA体系とは異なって， 1サ

ービス」を生産の out-putとして生産国民所得の中に含めていなし、。

さて， 15~7; 5'""-'7jの行と列は，所得主体のすべての収入〈行)とすべ℃の支出げむ

を示す。この関係をさらに拡大した日'""-'13;5'""-'13jが，表 1の 16;6jに対応するO こ

れを縦に読めば，表頭の経済主体が，表側の主体に対L，乞出した金額を示すO たとえば，

生産セクター(第5列〉についてみると， 15; 5jは，生産セクターの内部取引， 16; 5j 

は非生産セクターへの支出(右料サービスの購入および移転的支出)， 17; 5jは賃金支払

(公共部門従業員賃金を含む)， 19; 5jは財政への支払〈利潤控除， 生産フォンド料金，

定額支払，社会保険控除など，ただし取引税はほ;1j で支払い済み)， 113; 5j は信用

の返済と支払い利子など， 115; 5jは生産セクターによる公益部門からの財貨の購入〈た

とえば，住宅一公共経蛍，保健費用，要員養成費，体育・スポーツ関係物件費など)を示

すo 116; 5jは，横行合計(収入総額)から支出総額 (116;5j以外の 5列のすべて〉を

差づい、た残差として求めたもので，内容的には貯蓄額を示すo 121; 5jは海外への移転的

f 支出であるo 122; 5j， 123; 5jは， 11; 22j， 11; 23jと同様に，外貨建て世界{面接に換

算した支払室長を示す調であるo 6列 7列についても基本的には同ーの解釈で理解するこ

とができる。 15;7jは， 住民の生産セクターへの支払〈たとえば工場付属幼誰属への両

親の一部負担金など)， 16;7jは非生産セクターの有料サービスに対する住民の支払い(観

劇，旅行，サナトリウム利用一部負担金なと‘。ただし，電気・カ♂ス・水道料等は，消費期

の購入として 114;7jに入る)0 19; 7 j は住民税の支払し、。 113;7j は銀行への消費者

信用の返済金，支払利子などo 114; 7jは，消費財の購入。消費財に対する需給関採は，

14，誌の行と列で対置されるo 121; 7 j は，住民の国外への送金分。収入合計 (7行の

D7) から，以上の支出合計の残差として，住民の貯蓄額が 118;7jに書込まれる。

消費需要の流れは，第 14，15列で捕えられ，それが，消費財の国内供給 11;14j 11パむ

と国外供給 121;14j， 121; 15jとに対置される。さらに， 粗投資資金の流れは， 16行

3)上述のような非生産セクターの物的生産活動は公表統計では工業の該当箇所にはめ込んでいるよう
である 0

4)具体的には海外旅行による外活製品の購入等。
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-----18行で示される。それらは，減儒償却金 (G1) と今期の経蛍蓄積金 (G2). それに財政

投資と信用供与 (H)との合計から講成される。これに対応して，その総額は，有形固定・

流動フォンド〈資産)の程増加(取替・減耗分を含む)(J)と現金残 (C)とに分解する。
ところで，前者 (J)の合計は， 第 1行宮の粗蓄積 r1;20J vこ必ず等しくなる。 この命

題を証明しょう。

表 4において，対応する行と列の合計は，それぞれ必ず等しし、。したがって， r1，.....，4; 1 

~4J の行と列に関して，次の式が成立つ。

(1) 総供給・総利用桓等式

P+A+G1+(21; l)=P+(l; 14)+(1; 15)+(1; 20)+(1; 21) 

(1; 14) + (1; 15)十(1;20)=A十G1- [(1; 21)一(21;l)J 

[利用国民所得(最終緬格表示)=消費÷純蓄積E 付加価値一純輸出3
(2) 再分配恒等式 (5~13; 5，.....， 13) 

A+B+C+E+L=B+F+~+H十I+K

(3) 消費需給恒等式 (14'"'-'15; 14，.....，15) 

F=(l; 14) + (1; 15) + (21; 14) + (21; 15) 

(4) 蓄積資金恒等式 (16'"'-'19; 16'"'-'19) 

G1 +G2+I+H_C+ J 

(5) 冨外勘定恒等式 (21;21) 

(21; 1)+K+(21; 14)+(21; 15)=(1; 21)+L+E 

(1)-----(5)式の左辺と右辺をそれぞれ合計し，整理すると，

2[A+G1+(21; 1)J=2[(1; 14)+(1; 15)十台;21)J + (1; 20) + J 

J =2[A+G1 + (21; 1) -(1; 14)ー(1;15) -(1; 21)J -(1; 20) = (1; 20)…〈証明了〉

つぎに，表4における財政・信用制度の資金の流れを追求しよう。経常取引における財

致資金の流入源は，取引税，利潤控除，定額支払，フォンド料金， コルホーズ・協同組合

所得税，社会保険控除，住民税など (9;1. 9; 5. 9; 6， 9;わであるの。 この合計 f8; 

9Jは，財政割愛勘定の r10;8j へ振替えられ，次の二つの経路を通じて支出される。そ

の一つは. r5; 10 J + r6; 10 J + r7; 10 Jであって，各経済主体への財政支出，具体的

には補助金， 年金， 奨学金， 扶助金などからなる。もう一つの流れは， 財政投資であっ

て，それは r16;10j. r17; 10j， r18; 10jに示される。そして残額 r19;8jは， 財政

一信用制度勘定に振込まれる。

言用システムη の資金回転はつぎのようになるc 前源としては， 外国勘定パランス残

rI2; 21Jと各経済主体の資金残(財政余剰， 住民・企業の銀行預金や国積応募， 通貨増

発など， C 欄全体)とであるO その合計は， r11; 12Jに振番えられ，さらにrI3;11j 

に移る。そこでrI3;15J.日3;6J， rI3; 7Jと合流して，支出 r5;13J， r6; 13J. r7; 

13jと「16;13j， r17; 13j， rI8; 13jへと向う。前者は短期信用であり，後者は長期信

5)住民の属債応募は，政府負置であるから，資本取引となり九2;18Jで示される。

6) ここでは，国家黙政，国家探検，社会保険，龍僚会議中央フォンドの四つを指す (5.JI.イサエフ，

前掲書 c.109)。
7) ゴスパンク，建設銀行，貯金局をさすく向上ページ〉。
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表5国民経済勘定
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出所:I1caes， [表 4の脚注に同じ]， I1HJIO>KeHHe VI. 
注 (1) 盛岡常夫「ソ連邦のく総合物財・資金バランス〉についてJU経済研究~ Vol. 28， No. 2. April， 1977， p. 121より再録=
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用である。

表 4qこは，ストック部分の表示がなし、。これに対して， イサエフは別の表8) (支払取引

行列--MaTpHuanJIaTe潤 mro060pOTa， MnO，表5)を用意し，それを取入れてしる。

表 5はそれを示す。この表の構成は，サーピスを非生産的としていること，対外関係を経

常取引と資本取引に分離していないこと，資産・資本再評緬勘定を設けていないことなど

を除けば，表1の新 SNAと同ーの構造をもっているo

こうした行列表示方式に対し，原理的に異なる表示法を提示したのが， B.瓦.ベリキン

グループの表であるの。

以下では， 新 SNAとベリキン表との比較を試みるため， 新 SNAをベリキン表に組

換えてみよう。結果は表6，表71tこ示すとおちである。表6の北西コーナーは， 表 1の

f3'"'-' 12; 3'"'-'むと f3"-'4;3'"'-' 12Jに対応し， 産業連関表を示す。この生産活動で発生し

た付加額値(および海外所得〉は，受取主体別に北東コーナーに移される。さらに経済主

体障の相互取引は，南東コーナーで捕捉され，最終支出は南西コーナーに現われる。この

最終支出が北西コーナーの財・サービスの流れと対峠し，通貨と財との交換〈実現〉が達

成される。この場合，受取・支出勘定(寵東コーナー〉に「経常(集合〉勘定Jや「資本

(集合〉勤定」が設寵されているの法， 表 2の情報量だけでは， 直接に各所得主体に分解

しえない勘定が春在するからで， もし原資料にまで遇及できるならば，この両一慌の設量は

不必要で，各所得主体別に，経常・資本取引に分けて示せばよL、。またストック部分の取

引をベリキン表に組込むことも可能である。そのためには，表6の上下欄外に期首・期末

の有形資産・金融資産勘定欄を記し，支出欄の左右構外に期首・期末の負賓と正味資産の

勘定欄を起すことで，これらストックの在高を整合的・機能的に収納できる。また産業連

関部分をじ表と V表に分解すること，その他各項目を適宜細分化することにより， SNA 

表と同等の情報量を，ベリキン表に盛り込むことは，原理的に可能である。

一方歌手|行列形式をとる勘定表は， r行と列の合計の一致」の規賠が賓徹しているが10乙
この規剰に拘束されるあまり，形式的な振替勘定項を起す必要が多発し，情報量が多量に

なり表項目が多数になるに従って，空模が多くなる欠点をもっている。もちろんこの欠点

に対しては結約表と部分的拡大表の組合せで補うことができるが，全体から部分を切り取

る詮方が，ベリキン表に比較して護雑であり 11)全体像の視察においてもベリキン表の方

が便利のように思われる。

では両者の原理的相違はどこにあるのだろうか。内容的には，サービス部門の取扱いの

桔違であり， (会計学的)表示原理では「正味資産の増加Jの捕え方にある。

まず前者について考えよう。これ法経済学における「生産Jとは何か，それをどう捕え

るのかにかかわる考え方の相違であるから，サービス部門活動の費用を，生産費とみなさ

8)豊田哲夫氏は，これを国民経済勘定表とよんでいる。この名称の方が表の性質にふさわしいように

患う。

9) 114ページの脚注参黒。

10)ベリキン表では，収支所得主体翌日にこの規剥があてはまるのみである。

11)ベリキ γ表では，表6にみるように四つの部分に分解することは容易であるのに対し，取引行列で

はこうした分割は容易でなL、。
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表? 新 SNAのベリキシ表への組換え(締約表)(2) 
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打 1雇患者報酬
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ないで，消費とみる立場から薪 SNAをベリキン表tこ組換えることはト分可能である O い

ま，マルクス経済学の伝統に従って，生産とは財貨の生産に限る(サービスを含めなしうと

考えて，表2をベリキン表に組換えれば，表6，表7のような表示になるω。表8を表§と

比較しながら，組換え方法を説明しよう。まず表8において「生産」を「商品」と「活動j

に分離したのは，さし当りの議論と立無関係で，ベリキン表でもこのことが可能であるこ

との例示として行なったにすぎなL、。問題は，表6の 17列から 27列に至る表示の取扱い

である。表8の「生産」セグターの「政府J• 1非営利Jの列と「諮費jセグターにおける，
この両者の列をそれぞれ重ね合わせ， 伺表の 2行自の 142J と3行目のI1J. Iむを消

去することによって，この組換えは完成する O 何故か。まず表6の r42Jは政府サービス

の純産出高であり， それを生産するのに 116の財貨J， r24の賃金J， 11の減額償却J，

11の海外輪入」の投入を必要とした。政府はこの「サービス価値42Jを自らの資金で巽

取った〈そして結局立住民へのサービスに無料で放出される〉のであるから，表8の支出

セグターの「一般政府」に一旦 r42Jが記入される。さらに政府は，サービス生産のため

に費、消した財貨 116Jの他に，純粋に消費行為として「むだけ財貨を費消したのだから，

表 8の口;むに 12Jが加えられ，同時に政府支出金も 144J~;こ変えられる。こうして，

表 8の消費セクターを縦によむと，次のようになる O 家計は，期・貨 r165J と誼接輪入、消

費財 r2Jを購入し， r167Jを支払った。政府は， そのサービス活動を行なうのに， 財貨

12)ここでは，サーピス活動は国民所得を生産する活動なのか，という古くからあるマルクス経苦学に
おける論争には立入らなL、。ただベリキンも言っているように，社会会計や計画経済でサービス部

門の活動を全く無視してしまうことは不可能であり，ベリキン方式では，この問題を不即不離の形

で巧妙に処理しているといえる。つまり，伝統的な匿民所得綾念に立関lしながら，サーピス生産高

をつけ加えたければ，直ちにそれが可能になる形式をとっている。

-114ー



「所得一商品Jモデルの特撮と統計数植の適黒

題1 マネーフロー表の構造図

関民経済 全融機関 正文 !手f
量 E

部門??1埠融令資1守 各部門債2融負t宇tl 

通貨

貸出令

民金
グヲ グ〉

A L iイi価証券 金融債等
外貨

その他 その f也

iJ;人企業 倒

〈凡例) S ……貯芸

E二コ....令級取引 (A，Li
f :'.::;.:， ・実物取引(I， Sおよびぞの他校七

出所:宮沢健-ir日本の経済循環j](春秩社)1974年.223ページ

116J，賃金 i24J，減揺讃却I1J，海外からの直接輸入 112Jを必要とし，他にサービス活

動とは蕪関採に財貨 i2Jを費消した。この費用合計九七は，政府支出 i44J で賄かな

った。有料サーピスセクターは，その活動に人件費 i2J だけを必要とし， そり費用は，

自身の支出I1J(表8では非金融法人企業のところに仮に入れてある) と， 家計の支出

「じで田技した。こうして，財・サーピス活動に伴なう要用の回収は，支出主体ーの消費行

為により回収されるのである O

つぎに「正味資産増」の撞え方の相違を検討しよう O ベリキン表(表的において， I受

取りセクタ-J (第1象限〉と「再分配セクターJ(第4象限)を通して縦に読むと，図 1

の右側〈貸方=受取り{Jtlj)を読むことになり， I支出セクター」と 「再分配セクター」を

横に通して読むと，図 1の左併ij ({昔方=支払倒nを読むことになる。表6のゴチック数字
は，資本取引(金融取引〉であり，その龍の数字詰経常取引(実物取引〉である。したが

って図 1~こ表示される貯蓄の)に対応する概念は，経常取引部分の収入から， 経常支出

(配当，税金，浩費など，所有権の移転を伴う支払全体〉を差引L、た残差として，陰伏的

に表示されているのである。これに対し投資額は表8においては資本取引まで含めた総額

に
d
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での収支パランス残として捕捉される。したがって，所得主体到の貯蓄額と投資額は通常

は一致しなし、。この両者が必ず一致するのは，国民経済全体としてそれぞれを総計した場

合のみである〈図 1を参照)。

以上に対して，薪 SNA表 1の r10;6J=27は， 各所得主体の貯蓄額 (S)を直接捕え

たものである。というのは 6行自の合計は経常収入総額であり，経常支出は 6列自に縦

に並び， r6; 6Jは主体関の内部取引〈配当，法人税など)， 消費は r5;6J， 国外への支

払いは D1;6Jで， 結局収支パランス項吾として DO;6J=27を記入しているからであ

る。この DO;6Jは経常収入のうち，経常支出されざる部分つまり正味資産〈自己資本〉

の増加=貯蓄額 (S)であり，その上にさらに資本取引〈借入金など)r10;9Jを積み上げ

て，図 1の A 対応概念をつくり，ついで左側〈告方=漬権傑)項目として資本取引の B

対応概念〈図 1参照〉を対置させることにより， 各所得主体の粗投資(減価叢却込み)13) 

を捕えているのである。

11. ベリキン衰への統計数字のあてはめ

前節では，ベリキン表を，新 SNA等の取引行列表と比較し，その特徴を指摘したO 本

第では，このベリキン表ヘ， ソ連の公式統計数債を適用することを試みる。今度の試みは

先行論文1)を次の点で改良した。

1. 国家財政の総額との一致を計り，財政数億との関連を追跡できるようにした。

2. 社会保険・社会保障関係費百の相互関係を明らかにした。

3. 経済主体として銀行(金融機関〉と国外勘定を追加した。

4. 公表統計から直接記入可能な数彊と，推定により誘導される数龍との区別を明示し

7こ。

5. ストック勘定を表に組入れた。

6. 経常取引と，資本・資産取引とを区別した。

さて， 今回利用したベワキン表の枠組みは， 表§に示したとおりであるO この表には

1975年の実際数字が記入されている。 1，.....，2列の数値は， 副業経営所得を除いてすべて公

表{直に依拠している。社会保険控除金 D3;9J には， コルホーズもその払込みに参加し

ているのでの，表9の表現もそのようになっているO 減価償却額については， その点必ず

しもはっきりしないが， やはり同じ表現形式をとった。副業〈農業〉倍人経営について

も， コルホーズ員だけでなく，労働者，勤務員(ソフホーズを含む)もそれを行なってい

るので，同様の表現となっている。副業経営所得を，残差としたのは，この程度の大きさ

をもっ純生産高項目が他に見当らないからであるめ。

D; 14Jの「損失j の項は. r輪出ー輸入÷損失=生産国民所得一利用国民所得J= r損

13)図1の投資概念は，続投資である。
1) 107ベージ競i注論文。
2)菌 2参照。
3)野村良樹氏は， 1970年について，労難者世帯の個人爵業所得を 52鐘ループル，コルホーズ員世帯
の問所得を 116憶ノレープ/レ，計 168億ループノレと推定している。また，サノレキシャンは，労働者世帯
のこの種の所得を 90億ループルと推定しているから，野村推計では，合計206鰭ループルになる。
〈本の方式では， 1970年のそれは 221霞ループルである o (野村良樹「ソ連経済謂環図式試論JIF経
許研究JJVo1. 29. No. 3. Iuly 1978， pp. 204-205)。

C
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「所得一商品jモデノレの特徴と統計数値の適用

図2 ソ連邦国家財政収入分類表

!大分類 (pa3ぇenu〉j j中分類(napa叩a中日〉; |下位分類 (mm)!
I (支払の種類民) I 支払者および叡入源鉱工業部門および市 i
l i | i i 問払ループ~Ij ! 
分類番号は60(実泉尉(数字は各分類 le数字は各分類中の i
擦利用項は 31) 中の分番号)分番号)

L 取引税 一→(1"-'31)支払い当事者たる省・庁→(1"-' 17)鉱工業部門

2. 利潤からの納入一一一一一→(1~199) 支払い当事者たる各庁→く1"-'20)産業部門

3. コルホーズ・

協民組合社会化機関の所得税一→(1----2) コノレホーズ・協関組合と独立採算制の社会化機関

4. 住民税 一一一→(1，，-，3)税金の種類一一→市民グループ・税金の支払者

7. 医家社会長険資金

8.関税
9.財政支出補填1)

10.林業収入

12.手数料各種非税収入ー←一一 →(1----54)叡入・納入・支払形態別

13.臣定・流動フォシド支払料ベ1'"'-'20)産業部門

17. 本IJt爵残の収納一一一一←←ー→(l~20) 産業部門

lR.定額支払一 一一一一 ーベ 1~20) 産業部門
19.卸売価格変更に伴う収入

20.小売儲格変更に伴う収入 →(l~5) 製品加

27. 地質探査費叙入一一一一一一一→(l~3) 地質探査作業費目別一一→支払者たる省、

31.宝くじ収入
33. 国債収入
41， 43， 59， 60，その他

出所:B. A. EB瓦OKHMOB:K01tmpO.llb 3a ucnO.ll1te1tue.M zocyδapCm8e1t1tOZO 61OO:JICema 
cccp， <φHHaHCbI)， M. 1974， CT予・ 12-13.

0“B03Me出 eHHepacxoぇOB6砲兵iKeTa"む訳。察するに， 財政赤字の際の「繰入れ補車、j
のことではないだろうか。

失その他JU

D'"'-'12; 17------22Jは，発生した第一次所得を所得主体到に整理したもので，この合討{崖

482. 1 = 115; 22J ，ヱ，当然のことながら 12'"'-'12;1-----6J に記入された数値の合計， およ

び D;6J十日;7-----11J十円;14-----15J十九;4------5J + 15; 4-----5Jに等しL、。また， 1利用国

民所得」は，消費 D;6J と粗蓄積 D;7~ l1J の合計から，減価議却 12; 1-----2J を差

ヲ1"、たものに等しい。
ここまでで，作業作表の第 1段階が終るO 以下，所得再分配過程を経て，最終支出に至

る過程を，必ずしも十分でない公表数笹を利用しながら，表9の空調をできる限り整合的

に充足する作業に取掛るO

まず所得再分記過程で主導的投割を占める国家財政の収支面の検討を行なう。そのため

に，付表 P，12において最近20年間の国家財政収支を示し，付図 1で財政舘度を表示し

た。また，財政統計が示す数値の充足域を知るために，図 2， 図 3を用意した。みられる

ように，国家財政統計として我々の知ることりできる領域は，付図 1の「連邦国家財政J

=1連邦財政J+I加盟共和国財政J+r国家社会保険財政」であり汽収支項目分類に関して

4)この項の数値は「損失その他j とLて， 公表統計に発表される o 1975年の場合， 24.0-26.7+ 
3.1=0.4。
5)各加盟共和国財政の主要項目は各共和国号IJに作成される民共和声)同氏経済統計年報』で矢口るこ
ムヵ;で・きる。

月，

e
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は，両者とも最も大きな分類項の限られた部分にすぎない。たとえば反入分類で江， (1) 

取引税， (2)利潤からの納入， (3)コルホーズ・協同組合・社会化機関からの所得税， (4) 

住民税， (7)菌家社会保険資金， (13)固定・流動フォンド支払料〈フォンド料金)， (17)利

潤残の収縮， (18)定額支払， (33)国賓収入などの数値を知ることはできるが， (8)関税，

(9)財政支出捕填， (10)林業収入， (12)手数料収入， (19)錦売価格変更に拝う収入， (20) 

小売価格変更に伴う収入， (31)宝くじ収入などを知ることができず， また一連番号のう

ち，欠落番号は，当該項がすでに存在していないことを意味するのか否定、明らかでなし、

この大枠分類で捕捉される金額合計は，全財政収入の約8割から 8害U5であるo この捕

捉不可能な黙源比率〈付表 p の8行自および 11行目)は， 1966年を底として〈この年に

は 85%までが捕捉される)，上昇傾向に転じている (10年間に約 10%)。さらに， 利用国

民所得中に占める国家財政収入比率(付表 PO 行~)が， 19昨年頃から閉じく年約 1%の

割合で 10年間に 10%の上昇 (53%から 63.7%へ〉をみせている。この両者の動きはかな

り整合的であるから，国民所得に対する国家財政比率を高めている大きな要因の一つが，

この分類不明項目であることは間違いなし、。この項昌は，圏2において，社会主義経営か

らの収入のうち表示されざるものであち，それを図 2から拾いあげると「関税J，r林業収
入j，r手数料・各種〈非税)収入j，r値務変更に伴う取入j (卸・小売)， r地質探査費収
入」などである。 このうち増大可能性の高いのは， r関税J，r髄格変更収入j6)r地賀探査
費収入」で島る。 70年代の外層貿易の伸び率， とくに関税に関係する輪入の伸びが異堂

に高いことを考えると，この比率引上げに一定の影響を与えているかもしれなし、730

その他，財致収入項昌における主要な動きをみると， r取引税」収入が 1950年頃の 56%
程変から一貫して低下をつづけ，最近では，ここ 10年間程， 約 30%の比率で安定してい

るo 利i関からの収入については， 50年代末の 20%程度から 60年代に入って上昇を続け，

1968年の 36.7%をピーグとして，最近では 30%程度に落着いている。 f国家社会保論j 収

入は，殆んど一貫して 5%前後であり，同じく住民税は 7，，-，8%で安定的である。

いずれにせよ，表9の国家財政収入総額を，公表値に一致させる妥当な推計作業を行な

わなければならなL、。付表 Pの財政収入をみると. (A) r社会主義経営からの収入」総額
と，その内訳項目合計とでは，その間に金額にして約40(10憶ノレーブ人 1975年，以下

同じ)，比率にして収入全体の約 20%程度の開きがある。 これを何で埋めるかが詞題であ

る。そこで，貿易純輸入分 (2.7-1975年)と， 減価償却のうち取替捕填分として銀行に

払込んだ部分 (28.9)をその一部に充当することとする8h もちろん年によって純輸出で

6)農産物の買付価格の引上げは. 1965年 3月の党中央委総会でその方針が打出されれ， また最近の

小売極格改訂は， 1977年 1月と.78年 3月くおよび 1979年〉である。再者とも，値上げと，値下
げが錯走して行なわれ，総合で国家財政収入にとって，どの程度のプラスか不明である。しかし価

格改訂のあった77，78再年の撞捉不能金額比率〈付表1の8行自)は，低下もしくは横這いであ
るから，植格改訂が比率上昇に貢献したとは一概にL火、難いのである。髄格改訂については拙積「社

会主義経済における物価論ノートJ1r窓』くナウカ)1978年 No.6， pp. 12-15を参摂された¥，，)。
7)輸入統計との関認を年度別に検討してみると両者の関係は必ず Lも明らかで誌ない。

めこのやり方は，前述の推論tこ，減{面償去pを追加するものである。減額償却について，こうした処理

の妥当性を裏づけるものとして，一つは共和国嵩政鼠入項目にこの項目が存をすること， したがっ

て図2でいえば第 12項の F手数料・各種〈非税〉収入j項がこれに該当すると考えうること，その
龍減儲償却に関する統計辞典〈文献 (5J)の該当箆所の説明などである O また，純輪入分が，予算

-118-
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あれば，この逆の手続きとなる。また減価償却資金は，通嘗取替補境部分と，基本鯵理部

分の二つに分かれ，前者は銀行に払込まれ，後者は企業の管理下におかれる(もちろん当

該企業の当該銀行口座に積立てられることは云うまでもなしウヘ取番投資誌，いずれ国家

投資の原資となるのであるから，国家予算収入とすることは妥当で為ろう o tJ，J二の両者で

差額を埋めた後，なお残る部分を X1=18.4として，国家財政収入側に{立置づける〈日7;

19J)o同様にして. X2=0.7を， 収入総額と各項目合計との差額〈付表干の 11項〉と

して，銀行からの受取りの欄(rI9;19J)に記入する 100

既述の「損失j 部分は，調整項呂として最終支出コーナーの罰家財政支出に位霊づけ

rI8; 14J. 1輪出j は国外勘定の支出欄 120;15Jに. 1輪入Jは詞勘定の受取り 111; 21J 

に記入する O その勉， 国家財政収入として表示されている各項「在民税J，1菌室収入J，

「利潤からの控除金J.1協同組合・コノレホーズ企業からの所得税」などを記入すると， そ

の総額 (218.8)は，公表笹と一致することになる O

ついで，国家予算支出面を検討する。支出費自は，図 3にみるような講成をもってい

るo ft表 12の統計数値によると，主要な予算使途別分類(グループ分類〉において， 各

項の総計は， 総支出の 96'"'-'97%を充足してし、る O 約3%の残差項目立， [苛3によれば.

「予錆フォンド・有事支出フォンドJ1下位財政への支出金JI0r銀行勘定Jrその飽Jなど

である。この 3%(=7.5)の残差を X3 とおき，その内容を特定化しないまま，財政から

袈行への支払い取引と{反定し，該当箇所 r18;20Jに記入する。また， r総収入ー総支出」

で示されれる財政余剰〈付表?の 13)を X4=4.3とし，銀行への政府預金とする (r18; 

20Jに記入)。

図 3におけるように. 1国民経済費」は，省fr別， 産業別に分配されるのであるが， 下
位分類 (CTaTb匁)における使途別支出対象 (24項，，-，53項)立つぎのようである∞。

No. 国民経済に対する予算支出項目 克(1974年〉

24 独立採軍機関・企業の中央基準投資13) 32.84 

25 向 上 非集中投資 1.35 

27 企画・建設標準見積書，産業部門発展見積書，都市，新興小都市

{ロOCeJ.IK)設計案等の作成費 0.13 

28 [企業の]自己流動手段標準在高の増加 工.49

29 自己流動手段標準額を越える不足分に対する支払い l. 91 

30 国庫補助金 0.80 

収入にまわるとの解釈は一見奇妙であるがこれは対外積務の導入を見返りとした，ゴスパンクより

の借入金と考えればよい。この数値は表9では re:20; 19J tこ記入きれる。こうした扱レをし記い
と，モノとカネとはバランスしなL、。

9)支隷 (2)crp. 86および文献 (5)CTp. 130 
10)この部分 (X2) を図 2から推定すると， r手数料j収入の一部および「宝くじ寂入Jrその位j とな
る。

11) -f位財政iこは， r国民経演費」ゃ i社会文化費」を通じても流れると考えるべきで，統計によれば，
連邦予算と，加盟共和国予葬の支出比率は，大体半々で安定している。財政体系については付国 l

を参照されたい。

12)文献 (3)crp. 141. 
13)中央基準投資の財源は，同家予算支出の位，企業の自己資金と銀行の長期信用がある。
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図3 ソ連邦国家財政支出分類表
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( 1) 1 
I 国民経済費一一ート省

(51. 6%) (199) I 
(2∞) 1 一……一|

H 社会一文化費…一一 l I社会一文化政策トー
(35.9%) (207) 11 _____ _ 

(20)8) I国防省，内務省連邦l
m 国 片8J一一(2l0)I閣僚会議付置K同

(2り)I裁判所，上級裁判|
曲 (21(3) I所，検事局 | 

W 行政管理費一一
(0.9%) /n， ，" I /1-' ，-L-， I 
ノ 」ー(214)I省 ・庁|

予慢フォシド・市 (216) I政府諸機関の予備!
事支出フォシト 一一一一 |資金 l 

(217) I下位財政への支出|
VI 他財政支出金一…ー…… J lA i 

(218) I_:stt. ____  _ 

W 銀行勘定一一叫1行勘定|
一一-(221)1

1
各種支払 l

珊その他支出金一一 /nnn'¥.(222) 
- l Iその他支出 l
(242) 1_____1 

出所 :B.A. EB.lJ.OKHMOB; TaM iKe. CTp. 14， 120. 
(住) %は 1975年の支出比率，比率合計は96.5%となる。

*KrB: KOMHTeT fOC.lJ.apCTBeHHo員Be30naCHOCTHnpH COBeT MHHHCTpoB (閣僚会議付属国家保安委員会〉の略。

亜大分類 (rJl印刷)

産業部門別，庁別

中分類(naparpa中bl)
非生産セクタ…の施

設別，使途別

下位分類(CTaTbH)

支出対象別

庁卜刊(塑竺l 内法語審議開(

一
項
一

一
出
一

一
支
一

一
関
一

一
機
の
一

一
政

O
一E

一…0
りり…日

保
保
一
…
J
判

4
4
一一

i
一

会
会
一
一
」
1
1
Y
1
Y
一
一
一

教
保
社
社
二
脈
脈
版
一
一
ミ
一

引
制
叫
初
一
一
剰
刺
事
…
一
賢
一

い
い
い
い
二
級
級
一
一
…

べ
ベ
ベ
ベ
一
一

1
3片岡…

ベ1~21) i 政策~Ij

→(1，，-， 2) I霊邦建設銀行|
い連邦ゴスパシク|

脳

泊

制

ヨト



「所得一商品Jモデノレの特徴と統計数値の適用

31 業務遂行費 (OnepaUllO即日epacxQ瓦同ω

32 その抱の支出

33 役畜，関畜肥青費， ゴスパンク措入金返済費

34 プレミアム追加分

36 プレミアムへの支出

42 基本修理

9.34 

50.30 

0.11 

0.004 

0.14 

2.05 

53 住宅公共経営企業・機関の計画欠損補填 0.08 

合計 100.0 

以上の項Eを，われわれの作表作業と関連づけると， 25， 28， 29， 30， 33"-'53の各項

比，再分配過程で，国家予算から企業に支出される費昌であり， 24， 27， 31などは，一般

政需自身の活動で，ベリキン表の最終支出面における項目である。このうち，第 24項「中

央茎準投資Jと第31項「業務遂行費j などは， 設府投資に含まれる費百であろうが， 付

表 [2によると， I冨民経済費」が全支出中の 50%を占めており，そのうちの約40%をこ

れらの費呂が占めるとすると その大きさは 国家予算総支出の約20%，金額にして約

40 (10罷ループヲ〉となる。ところが， 公式統計の国家中央基準投資額は76.5であり，

k記金額に銀行からの長期詰用(約 11)を加えても，国家投資金額には誌ど遠L、。その上

「国民経済費J の第 32項にみるように， Iその地の支出J15)が全体の 50%を占めている上，

l~述のような費百分類比率が毎年発表されているわけでもないので16) I国民経済費j か

ら国家財政支出問題に接近することは不可能である。

そこで， I社会・文化・科学費Jからの接近を試みよう O まず図 3の当該項呂の下位分

類「行政機関への支出項目J(1"-'18項)をみるとつぎのようになる1730

(1)賃金， (2)賃金加算. (3)事務費(通告費，参考図書費，経営費18入 光熱費， 交通整

理・利用費など)， (5)出張旅費， (5)学生の生産実習費， 科学一研究費， 図書館の国書購

入費19) (8)奨学金. (9)塁療・身誌拝害者施設， 子供の家その他施設における給食費，

丘町医薬品支給費， (11)設錆・什器類購入費 (13)呂常サーピス機関・地方工業の自己資

金や保険支払などによる分散投資。この中にな，都市の生活関連共益費も含まれる。 (14)

特殊作業用繊維製品，靴，製服などの支給. (15)行政施設，農・医・獣医施設の建設費，

道路・橋梁作業費，新住宅の設備費など， (16)建築物・構造物の大修理費， (18)その也。

このような分類の他に，図3の中分類にみるような， 教育， 保健， 社会保験， 社会保

障という「非生産セクターの施設別・使途別分類Jfこ該当するものもあるo そのうち，
(200) I教育 (npOCBe回eHlle)Jでは， つぎのように使途別分類が行なわれるo 1) 普通教

14)喪数の産業部門にまたがる共通費で発明費用，有用地下資源産地探索費，森林調査費，土地改良費，
交通路維持費，その他(支戴く3JCTp. 141)。
15)この内訳は，国民経済関係の資材予構，外国貿易費，賃金改訂費，畜産物その抱工業用農業原料植
格差課整金，未完成建築遅延費など。

16)本交の比率は，たまたまB.A.エブドキモフの書物(文献 (3J)で 1974年について知らされてい
るにすぎない。

17)文献 (3JCTp. 168-175。
18)事務所借用料，援房料(燃料の配達，薪割り，費上げ作業費を含む)，街路，広場等照明料，e&壕・
科学蒐設等の水道光熱費など。

19) 6， 7項および 12項， 17項は欠落，理由不明。
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望月喜市

育，幼児教育，成人教育 (91 -----14)， 2)文化-啓業活動場 15-----19)， 3)要員養成後20

-----31)， 4)科学 (932~34) ， 5)印崩 (935)，6)芸街，テレビ，放送 (936'""-'40)。

ついで (203)r保健」のところでは， 1)治療一予防施設 (91'"" 13)， 2) サナトリウム
ー予防施設と治療 (914~17) ，のその値の施設と治療 (9 20-----22) に分けられる20L

社会保険， 社会保障関係費に統計数値をあてはめよう， [f'国民経済統計年報』に搭載さ

れているこの関係の統計表は，少なくとも本論文末尾に付表として揚げたつぎの5種類が

存在するo I. r国家財政収支表JII. r連邦国家予算による社会・文化， 科学政策費J
(Pacxo，nbl Ha COUHaJIbHo-KyJIbTypHble MeporrpHHTHs H HayKy rro rocy，napCTBeHHoMy 

6沼')OKeTYCCCP)， III. r国家在会保験財政支出J(Pac位χO句瓦b説Eロrroo犯瓦誕e'τηZ
C∞OUH既HaJ釘伺Ib印E沼HO幻Oぽro‘刀o C釘τT‘?予戸aXOBHH完司)， IV. r国家予算およびその他財源からの社会・文牝，科学政策
費J(Pacxo，n誌 HaCOUHaJIbHD-KyJIbTypHble Meponp悶 THHH Ha戸'-YH3 rocy，napcTBeHHOrO 

olOJ()KeTa H J(PyrHX耳目的郎叡OB)，V. r社会的、消費のフォンドからの支出J(BbIDJIaTbI H 

JIbrOTbI， rroJIy明間関 HaCeJIeHUeMH3 06出eCTBeJ部bIXφOHJ(OB rroTpe6JIeHHs)。以上のう

ち. 1'"'-' IVは.w統計集』の「財政・信用」統計の笛所にまとめて掲載され， V だけは，
「住民福祉の向上j 統計の中におかれている。

また，社会保険・保障関係経費の支出項呂について，図 4を参考にして，これを上記の

統計データに結合することを試みると，年金，一時的労働能力喪失者扶助などま自分類の一

番上に位置する 5項目 (Aグループ)は 付表 IIIの「国家社会保険財政支出j の各項

目につぎのように対応すると思われる。 III221)=At. III3=A2+A3. III4十1II5=A4. III" 
=A50 

したがって，この図の (B)グループの財源としてえがかれている「国家財政」は，国家

予算支出項目中の「社会保障費JI'こ対応するものと推定される。 コルホーズでは， r社会
保障中央フォンりと「社会保険中央フォンむの両者が関採フォンドとして存在し，主

として (A) クソレープの支出担当額をこの再者で受持っているo (B) グループ 〈国家社会

保障費)は， コルホーズ員であると否とをとわずその屋、典を受けられる全菌民向けの保障

費であるc 社会保障費と社会保険費却の使い分けは，文献の上で必ずしも明瞭でなく，錯

走しているが， 大筋では， 前者は国家予算を財源とし〈一部社会探検の負担分もある)， 

直接国家の施策として支出するものであるが，社会探検会計の方は，企業・機関の対賃金

フォンド比率による利潤からの払込み金を黙源とし，労働組合の自主管理にまかされてい

るもので，統計上は，国家予算の一項吾として匙理されている。画家社会保険予算支出の

約 70%は，上記の年金支給に充当される23)。

さて，福祉関係最終支出の大きさを，討表 1'""V を用いて，再編成すると， 表 10がえ

20)文献 (3)CTp. 185以下。
21) III2 は「付表立12行自」を意味する。以下回じ。
22)この地に「霞家探験制度」があるが， これが西側の保険制度に対r.忘するもので， 任意の掛金によ
れ身体，財産，自動車などに関する不恵の災害を集罰で保証するものである。

23) この年金には，老令年金，扶養者の喪失に伴う年金，労働不能く災害による〉と幼児期からの疾病

年金，科学従事者年金，年功 (3aBbICJIyry JIeT)年金などがある。歯 4の Aグループのうち，こ
の年金支出は，冨定基準によるが，その他の項吾の喜己分割合は，労働組合中央評議会 (B日cnc)が
決定する(文書支 (4)CTp. 310)。
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表10 福祉関係最終利用とその財源

1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 阿川m 1972 仇 19判m 1978 
1) 

国
科 財 IIs 2.3 2.7 四 4.3 4.6 5.1 5.5 時. 6.4 6.9 7.3 7.5 7.9 7.9 7.9 8.2 8.8 
そ の 他 IVa-IIs 2 1.0 1.1 同 叩 2.6 2.9 3.2 3.5 一 5.3 6.1 15.0 16.4 17.7 9.5 9.8 10.1 10.5 

一 十

μナι 
IVa 3 3，3 3.8 同 崎司 6.9 7.5 8.2 9.0 10.0 11. 7 13.0 22.3 23.9 25.6 17.4 17.7 18.3 19，3 

一一m

教 国 財I1a句Vl) 4 8.0 同
開" 『 13.2 14.1 15.0 16.3 叩 18.3 19.4 20.6 22.3 23.7 24.9 25.9 26，9 28.1 

一一 一…一一 一 一そ の 他 IV2-IIa 5 4.6 叫 ー ー ー 8.7 3.4 4.3 4.7 ー 5.2 5.1 5.8 5.6 6.3 6.1 6.3 6.7 7.0 
育

6 12.6 14.1 15.5 17.0 18.8 21. 9 17.5 19.3 21. 0 22.7 23.5 24.5 26.4 27.9 30.0 31. 0 32.2 33.6 35.1 
一←一一 一 一一)国

財J25=IIo3) ? 4.8 5.0 4.9 5.3 山 6.7 7.1 7.5 8.1 叩 9.3 9.6 10.0 10.5 11. 0 11. 5 11. 9 12.5 13，5 
一一一一一 一 一 一 一そ の 他 IV. -(7) 8 1.1 1.1 1.3 1.3 山 1.7 1.3 1.8 2.1 』 2.5 2.9 3.0 2.8 2.7 3.1 3.3 3，6 3.8 

体育 一 一 一9 5.9 6.1 6.2 6.6 7.2 8.4 8.4 9.3 10.2 11.0 11. 8 12.5 13.0 13.3 13.7 14.6 15.2 16.1 17.3 
住宅経常補助 Vo 10 四 世 』 山 2.3 2.5'特 2.7骨3.0骨3.2* 3.4 3.7* 4.1静 4.4骨4.7骨4.9 5.2 5.6 6.0 

一一

克温ォP泉動キウムー・哀サルナト
III.') 11 0.3 0.2 0.3 0.3 0.3 0.4 0.4 0.4 0.5 0.5 0.6 0.6 0.6 0.7 0.8 0.8 0.9 0.9 1.0 

剛一一一 一時一 一一社 1II6.) 12 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.3 0.3 
一 一 一ムE そ の 他 1II6") 13 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 
一保

年
社・保 1II2 14 4.9 5.5 6.0 6.5 7.0 7.4 8.2 8.8 9.6 10.4 11. 7 12.8 13.8 14.7 15.8 17.8 18.9 20.1 21. 6 

l網開削叩叩一一一一ー険 その他 1(1町一(16)15 2，3 2.4 2.5 3.2 3.6 3.8 4.4 4.6 4.5 5.2 6.0 6.1 6.3 6.6 6.8 7.0 7.3 
金

IV6=V 5116 7.2 8.9 9.5 10.6 11. 8 12.6 14.0 15.0 16.2 18.0 19.8 20.8 22.1 24.4 25.7 27.1 28.9 社

ムヱズ

扶助

社・保5) IIIa 17 1.8 2.1 2.3 2.2 2.2 2.6 2.7 3.0 3.5 4.1 4.6 4.6 4.9 5.3 5.7 7.2 7.8 8.0 8.2 

保 その他 (21)一(19)18 叩
百 日 0.9 1.0'骨 1.1卦 1.2骨1.2 1.5 1.7 1.6 1.7 1.6 2.0 2.1 2.0 2.0 

陣
金

Vs 19 3.5 3.7* 4.1骨4.7骨5.3 6.1 6.3 6.5 7.0 7.3 9.2 9.9 10.0 10.2 
同 叩

.崎

奨 学金6) Vll 20 ー ー 0.9 1.0骨1.1骨1.2後 1.3 1.3 1.4 1.5 1.9 2.1 2.2 2.2 2.3 2.4 
帝京的消費ォγIV 1 ¥ 21 127. 3 - I 31. 9 34.3 36.7 41. 9 45.5 49.4 55.3 59.6 63.9 68. 6 73.0 78.0 83.0 90.1 95.0 99.8 105.5 
出所:付表 I"，Vより合成。
凡例:118とは附表 II8行な意味する(以下同様)。
注1)この中には，経常費だけでなく，建設関係費(投資勘定)が入っていること れたい。この部分の分離は，附表 IIで， 、て行なわれ
ている。

2) 118とV.とは殆んど一致するが，どの年度で比較しても，常に V.のガがごくわずか(コンマ以下つまり数億/レ M プ/レの程度)で大きL、この設が何を
意味するのが不明である。
3) J26=1I9とれとの聞には，1. 4"，0. 2程度の慈があるが，統計誤差なのか，有意なものか不明である。
4)次の式が確認される口附表 V6一(V7 + V s) 6;;: 111. + III5 + 11160 
5) この内容は，主として「一時的労働能力の衷失J と「出産扶助料J である。(拙著 f ソ連の経済統計~ (アジア経消研究所)pp. 214-215を参照)。
6)これは教育支出の中に入っているので，二議計算しないよう注意する必要があるo
7)附表 V1として発表される社会的消費フォンドとは，本衰の次の項を合計したものである。すなわち(4)，(7)， (10)， (11)， (12)， (13)， (16)， (19)，さら
にこの他，賃金統計から計算可能な「有給休暇給与」を加える。(消費フォンドについてに凡 K03HHen，B. KopHeB， 0 rpyI1I1HpoBKax oomecTBeHHblx 中OH.llOBI10TpeOJleHIUI， (BecmfluK cmamucmuKu>， 1977， No. 2を参照されたい)。
8)必は直接資料がえられないため発表年の数値を比例配分した。
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医4 社会保険・保障の支出項目

1 くA)i→1.年金
者工'-~ ~ /1 
の場→2. 一時的労鶴能力喪失者扶助

た.1一一一-1-3. 出産手当
ぞ窒→4. 医療橋助金，食料補場金

a 員→5. その他の扶助料

庁 i一寸→j家自
i社由
ム曜会

i i??! ?掠龍サ一山無料の医療サ-t::7-)l!ijtfllJ!→母子家庭・大家族扶劫料
t →老人，廃疾者，児童施設維持費

|→!掘 i一一-'→産融へのーピス対策費
;→;致家1----1→社会去最障対象者の生活費
ι 下 i→軍人年金
i →先天性不具者，年金非対象者に対する扶場料

央社2>1 E 0 '¥→低所得家庭の子供に対する扶助料
ブ会 CC)I→ 
→iオ保 j→年金

シ障→出産手当
ド中 | 

匿)1 

営
企
業

機
関
の
払
込
み

コ

ル
ホ
;
ズ
の
払
込
み

夫社3)1 (D)→一時的労働能力喪失者扶助
→ム長| ート医療補助金と食糧補助金
γ険→その抱の扶助料
ド中

主主.S. Lantsev. The Economic Aspects 01 Socia/ Security in the USSR， 

1979， p. 31. 
注 1) 笠金フォンドの 4.4~9.0%の比率で企業科溝から払込まれる。

2) (コルホーズ粗収入の5%)十(40%以上のi反益率をあげているコルホーズ
連合の粗収入の3%)+(コルホーズ員所得の5%)
3)賃金フォンドの 2.4%

られるO このうち，科学，教育，保能・体育の数植には，若干の投資が含まれているが，

比率にしてそれは 4'"'-'7%程度であり，かつそれを分離するためのデータが殆んど発表され

ていないので，敢えてそれを無視することとする。

ベリキン表(表 9) を作成する上で， この表却をつぎのように利用する。一般政府が

行政サービスを施行する上で泊費拐を直接購入する費用 (これを表§では Elとしてい

る〉は，表 10の r(1) + (4) + (7) + (10) + (11) + (12) + (13)ー(20)J24)および， 国家財政
の支出表(付表的の菌防費と行致管理費を合計したものとする。国防費，行政費その抱

科学，教育， f呆健・捧育関係費の中には，人件費が入っており，それらは，住民所得の径

路を通って消費財の購入に向う部分であるが，表 9においては，それらは有料サーピスお

よび致時部門の支払った賃金としてすでに家計の第一次所持に計上凄みであり，行政は，

行政自身のサーピス活動を人件費込みで(諸費用を)一括して支払っていると考えて処理

している O したがって E1 は国家封政と消費のクロスした梓 r18;3'"'-'むに記入される。

24)本来ならば，社会保険会計と，国家財政とを分離して取扱いたいが，発表データの不足でそれは不
可能である O
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同様に企業の消費財・サービスの経常購入2a)(E2) について， 表 10を用いてそれを補促す

ると，科学，教育，保建・体育の各項のうち， iその飽の財源よりの支出Jとしての i(2)

+ (5) + (8)Jがそれに該当する。
ついで，国家財政からの移転支出勘定としての現金支出部分(表9のC1) を計算しよう。

これは，表10から年金，扶助金， 奨学金を拾い上げた C1= i(14) + (17) + (20)J =27.2 
がそれであり， また企業や社会イヒ機関からの支出金 (C2) は， 表 10の 「その他j の項

i(15) + (18)J=8. 6がそれに桔当し，企業から家計への移転支出として，i17;17Jに記入
するo

投資額についてのデータを，ベリキ γ表に記入しよう。それら辻. [i'国民経済統計年報』

の「投資Jの箇所で，国家投資，企業投資， コノレホーズ投資，在民投資〈住宅建設)と欝

単に分離することができ，しかもこの稔額は. i国民所得j 統計の糧蓄積額中， 流動フォ

ンド増加部分を除いた金額と，大体各年とも等しくなる。大体というのは，投資統計は不

変値格で発表されており，所得統計は経常価格で発表されているので，不変語格の基準年

(1969年および1973年倍格〉以外は，両者は一致しないことになる2530 そこで，発表され

ている不変価格による投資総額を，経常価格表示に換算するため，表9および付表 VIで

は投資額を所得統計・の「国定フォンド増÷減値償却」の大きさに比例的に縮争(もしくは

拡大)している。

ついで， 物的流動手段の増加部分を考察する。所得統計では， i物的流動手段と予慌の

増加J(npspocT MaTepsaJIbHhIX OOOpOTHhIX cpe瓦CTBs pe3句BOB) として， 1975・年=34.6

が発表されており，一方財政・信用統許の方では，国民経済における「商品-資材在庫期

末有高J(OOOpOTHbIe cpe丘町BaB 3anacax TOBa戸0・MaTe戸初出hIX 服部O白 e跨が発表さ

れているので，その年間格差をとって在庫ストックの純増を求めることができる。この地

コルホーズ統許より， コルホーズの不可分フォンド27)の純増を求め，それに国家予備をきn

えたものが，所得統計の f物的流動手設増Jに等しいものと仮定した。コルホーズの不可

分フォンドをこのように在豊増としてのみ取扱うことは，このフォンドの定義からして無

理であるが，これを酉定フォンド増と，流動フォンド増とに分離できない以上，次善の策

としてそれもやむをえないと考える。もしこれが可能であり，かつ国家予備の理解が上述

の通りでよいとすれば，国家予備は，表9で示した数f直 (14.6) よりもっと大きくなるは

ずのものである。

またこの「予備J (戸3e戸)を図 3の「国家財政支出分類」における， V i予備フォン

ド・有事支出フォンドJVこ相当するものと考えるとつぎのように無理がでてくる。すなわ
ち付表 P でみると，国家予算の総支出額と，各項吾の合計{直との関には，約3-----4%程度

の不一致巾があるが，これは金額にして 7.5(10憶ループリ〉程度のものであり，この中

25)これは，企業の生産活動とは無関孫な，いわば社会化機関的役識を企業が果す際に購入される部分
について考えている。社会主義のもとでの企業法，こうした役割を多分に負っているo

26) r投資総額J-7 Ci減価償却J+ r酉定フォンド増J) を計算してみると， この値が最も 1に近づく
のは， 1973年で0.995， ついで 1974年=1.009である。 1965年から68年にかけて 122，69年=
1.11， 70'"'-'72 年は 1.02~1.04， 1975年は1.03となっている。

'Zl)この中には，取得{面積で評{題した国定フォンド，流動フォード，自己資金による投資と大修理(正

味資産増のこと一一引用者〉を含むく{H.X. 1975 r.} crp. 796)。
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に先の「予備フォンド」を含めて，国 3の V----VIlIの各項を押し込めるとすると， i予錆

フォンド」自身は更に小さくなるはずで，上記の推定からの「国家予備J=14.6とかなり

かけ離れた数値になってしまうのである。そこで，前者を採用L，後者の推定は捨てるこ
ととする。

国家財政支出としては， この抱に付表 12で表した残差 (X3)=約3.5%=7.5 (10 億ル

ープリ〉が島ち， さらに， 財政余剰 (X心=4.3がある。 この両者をともに銀行への支払

(前者は経常勘定，後者は資本勘定〉として処理することとする。

以上で支出合計をとると， 205.3となるので，財政収入会計 218.8に合わせるため町=

13.5を調整項として設崖し，その経済的内容を国家財設から企業への移転的支出(企業投

資助成や欠損補填〉と痕定してi18;18Jに記入する290 こうして形成された表9の財政

支出に関して， r国民経済費Jと「その他Jの二つの支出項目に大別して，その各部分を公
表財政統計{直と比較してみよう。財政統計の「国員経済費Jが 110.7で怠るのに対し，わ

れわれの作成したベリキン表(表的の対応部分は， i国家投資 (81.1) +国家予備 (14.6)

十町(13.5) J = 109. 229)であり，社会・文化・保険・国防・行政関係費では，財政統計では

96.5であるのに対し，表9では豆1十C1=67.5+27.2=94.530)と若干のずれをみせている

が，誤差率はともに 1'""2%程度の範囲に納っている。

つぎに銀行信用を考える。これは「信用統計Jで期末残高が与えられており，住民への

消費者需用残は「商業統計Jのところにでているo ともに残高表示であるから，前期との

差をとれば，純増分としてそれを把握することができる。また住民貯蓄もその期末残が発

表されているので，年間の純増分を前年との差(=12.1)で求めてこれを家計から銀行へ

の資産取引とするO

以上で家計横の縦の合計(資金流入総額)=257.9は確定し313，支出面の検討に入る。支

出屈で，統計資料から直接記入可能な数値は，表9にみるように， 貯蓄=121， 住民税=

18.4， 国農購入額=0.6， 家計投資=1.732)などである。 ここで確定すべき残された項目

は，表§で Pと名付けた家計諸費サービス経常支出33)と，円と名付けた家計から企業へ

の払込み分3のであるが，これはつぎに述べる連立方程式によって推定される。

このベリキン表への数値挿入の数学的性質を検討しよう。生産過程で発生した付加師値

総額その他は， そのまま所得主体1Wに [2----11;17----21]の部分に転記されており， 再分

配部分 [16'""20;17-----21]への各列並びに総額の入力量が， [15; 17----22]に記入されて

いる(これは各列の 11行までの合計値である〉。さらに，国家財政収支を調整する過程で，

残差を埋める数値として Xb X2， X3， X4が，社会・文化・保険等の検討作業過程で E}!

28)後述の数学的解を参照のこと G
29)誤差率1.35%0 
30)向上 2.1%。
31)この他，家計収入項目として，国憤償還分，銀行からの受取利子などがあると推定されるが，金額
的に僅少であると考えて，無視した。

32)この数植は，経常価格に換算Lた数値であるから，公表数鐘そのものと若干のずれをもってレる。
33) これを公表数量である小売総販売高=215.4に等しいとおくことはできなL、。何故なら，表8の寸1
には，有料サービスへの支出分が含まれているからである。

34)この内容誌，企業付置幼稚園やサナトリウム，ピオネーノレキャンプ利用に対する父母負担分などで
ある。
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E2" C1， C2，が，投資統計ではじ6-----18;7-----12Jの部分り数値が，また，信用・貯蓄・税

金・利潤控除・国債などの数植がそれぞれ該当する欄に記入されているO こうして，最後

につぎの六つの変数がそれぞれの空欄を満すべく残されるO

α 国家財政から企業への黙政支出(企業投資や欠損の財政援助など)

α2， :家計から企業への払込み(ピオネーノレキャンプや企業付罵幼程圏費用の一部父母負

担)

s:家計の消費財や有料サービスの購入

r:金融機関の財・サービスの経常購入
この部分は，その性質上 E2， Vこ含まれるべき経費であると思われるが，方程式構造上この

欄にも変数を長定するO

o:企業から課行への支払〈たとえば支払利子，手持現金増など， 信用の返済分につい

て立，信用勘定 (19;18)が純計になっているので，この様にはでないはずである)

e:外国勘定差額。 1975年の例示では，入超であるから eは外国勘定の受取りであり，

国内勘定にとっては支払を示すO ところが， 表 9にみるようにこの εの位置 (20;19) 

は，外国勘定にとっては支払になり，国家財政にとっては受取ち勘定の様に位呈する3530

勘定形式からいえば，この位置は，外関貿易収支をパランスさせる位量にあるのだから，

これでよいはずでその位置の経済的意味は，外国からの漬権の供与であり，国内的には負

債の増加と，それにみ為うルーブんの払超であるO 入超分だけ，財貨が素材として国内に

;増加しているのから，払超としないと，この部分の財貨を実現できないはずである。ルー

ブんの対国内払超はいづれ入超財貨の国内販売により回収されるかち問題なし、3630

以上六つの変数を用いてつぎの等式37)ができるO

(1) 家計パランス式 (Hr:家計収入合計〉

257.9 (Hr) =32.8+戸÷α2

(2) 企業収支パランス式

αE十α2，+146.5=165.2+δ

(3) 国家財政パランス式

216.1十ε=205.3十α1

(4) 銀行収支バランス式

o+52.8=49. 6+ r 

(5) 国外勘定パランス式

24.0+ε=26.7 

式の構造からすぐわかるように eは変数といっても(めから一義的にきまるものであ

ち， εがきまれば， (3)から α1 も自動的に決定されるO したがって， 連立方程式を実際

につくるのは式の中に α1. e以外の変数を二つ以上もつ， (1)， (2)， (4) の3式であっ

35)この矛盾は，外国勘定を経常勘定と資本勘定に分ければ解摘するO
36)外医勘定に誌，貿易取引だけでなく，資本取引〈外貨取入れ〕や移転取引く海外援助や送金など〉
がある筈だが，そうした資料は全く不明である。しかし，国家財政の公表総額が正しいものとすれ
ば， X1， X2， X3， X4などといった調整項が，田外関係の国内経済への影響をすべて橋渡ししてい
ると考えてよい。

37)この飽， 1再費・サーピス需給パランス式 309.3=s+E1十E:与十Tという式も可能である。
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て，この中に四つの変数が入るO したがってそのうちの‘つを政策変数として，解の結果

が，より実際に近いと思われる方向に誘導しながら変数を決定することができるO

たとえば， この四つの変数で無数の組合せができるc

先決変数 解の結果

(1)δ=0 

(2) r =0 

(3) 戸=230

lm=135 

13=2199 

r=3.1 

iα1 =13.5 

ib2m 
o=-3.2 (企業が銀行より利子を受取る〉

(α1= -4. 9 

f=-101 

γ=-6.9 

以上はいくつかの解の組合せであるが， (1)のケースは， O=O， r=:i.1 という点で解釈

1:態点がある。というのは，このケースでは企業から銀行への純支払分〈利子その他〉が

零を意味しかっ金融機関の財貨・サービスの経常購入分は，通常企業の該当項 (E2) に

合めてしまう左思われるのに rキ0となっているからである。

ケース (2)は， r=O主いうことで， fこ記の一つの難点はまぬがれており. Lかも δ=

-3.2という三ことで，金業が銀行かち純受取りをもつことになり.企業の預金利子の受取

り分と考えれば可能性があるのではなかろうか。ただし金額面での妥当性は不明である。

ケース (3)の，戸=230という仮定は， 1975年の実際数字の中から，小売販売高 215.4，

日常サービス売上高6.63吟，通信産業売上高4.8を考慮し(合計226.8)，この他に交通・

興業サービスの購入39)などの存在を考えて，例えば s=230程変としてみた数字であ ;;)0

みられるように結果は大変悪く，常識はずれの数植がでているO ただし，国民所得統計で

は，、消費財の{同人消費高が231.8となっているのだから，s=230の仮定もそんなに無理な

ものではなし、。もちろん， 231. 8は，消費全体から， 政府・サーピス部門の機関が直接消

費Lたものを差ヲ，'-'、た数値で三ちろうから，その限りでは，社会保険や教育・文化などの支

出 (E1や E2の支出分)もその中に含んでいると推定される。また小売販売高には，[公
的機関内での]公共食堂の販売高も入っており，そのすべてを椙人の経常消費と考えるわ

けにもし、かなし、かもしれなし叫、。

ずれにしろ，真の解は，以上の様々の解の河辺でそんなに遠くないところに存在すると

忠われるO

表9の数値はこうした解のうち， δ=0のケースについて記入しているO

まずこ，脚注 (37)に示した式を導入し，未知数扱いの項吾をさらにふやして妥当と思わ

れる領域を探索することも一つの方向かもしれない。

38)これは {H.X. 1975.}の p.659.にある数字で，その内容は，靴，長〈額， 家兵の移理と製作 C1!ffl
人オーダーによる)，グリニック，染色，ニット製品修理，浴場，理髪，貸家具， 写冥， ラジオ，

自動車，機按類の修理，個人住宅の建設と務理などが挙げられている O

39)交通，興業関採の売上統計は {H.X.}に掲載されていなL、。
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いずれにしろ，ソ連当局が，こうした模索を必要としない程変に経済統計数鑑をより詳

細に発表されることを切望する次第である。
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The Characteristics of the Belkin's“Income-Goods" Model and 

I主sApplication初 O鑑cialSovie土Statistics

Kiichi Mochizuki 

Herein we compare the characterisitics of the Belkin's“Income-goods" model 

with a typical transaction matrix such as the revised SNA (A System of National 

Accounts-Proposals for the Revision of the SNA) and the General Material Financial 

Balance Table (prepared by the Isaev group). Both of these tables are taken from 

the double entry T form accounting system of the national accounts and reorganized 

as a transaction matrix with the followimg headings: production， consumption， 

accumulation and external transactions. The summations of each row and column 

in the tables are， as a rule， equal to each other， which makes the tables reliable in 

the balancing of accunts. However， the many empty columns make it di畠cultto 

view the entIre table at once， or to select a part of it for enlargement or reduction. 
ln contrast， Belkin's table is based on the 1-0 table， which is accompanied by a funds 
statement， not on the T form National Accounts Table. The columns and rows of 
Belkin's table not always balance， except in the section of income and expenditures. 

The income and五nalproducts， which are produced at the same time in the 1-0 table 

form tow flows of funds and goods. This flow of funds through the redivision of 

income agrees wi th the五guresof the final products in the section of五nalexpenditures. 

Using Belkin's table in this way， we can obtain almost the same quantity of accounting 

information with the transaction matrix， and it Is easIer to understand the entire 
table at once. 

This is my second attampt to adapt 0缶cialdata to the Belkin's table (see“Slavic 

Studies"， no. 22， 1978). Listed below are the major characteristics and advantages of 
this new attempt. 
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1. 0伍cial五nancialstatistics can be obtained; 

2. The flow transactions are divided into current and capital transactions; 

3. The original (direct given) data are indicated by Gothic letters; 

4' The relations amang the social， education， and welfare budget data in the 

state五nancebudget and in the budgets of social organizations are indicated; 

5. Foreign trade data is introduced; 

6. Stock accounting is added; 

7. The adapted data that covered a period of 5 years is enlarged to that of 20 

years. 

The Belkin's table including 0伍cial data is constracted by using the table 

no. 9 in the text and the following list， in which transaction items and the positions 

of rows and columns of these items are showed by figures. The 0伍cialdata of each 

year are presented from the table no. VI in the annex. The heading numbers of 

this list coincide with the numbers given in the table no. VI 
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29. Net national expenditure or utilized national product 

30. Direct taxes and charges on inhabitants 

31. Government bond issue 

32. Deduction from enterprise's pro白

33. lncome taxes on kolkhoz and cooperatives 

34. Saving of persons 

35. Long credit to industry 

36. Long credit to kolkhoz 

37. Short credit to industry 

38. Credit loan to inhabitants 

39. Long credit to inhabitants 

40. lnvestment in houses (private investment) 

41. Enterprise investment 

42. Kolkhoz investment 

43. Government investment 

44. lncrease in working capital 

45. lncrease in government reserves (X5) 

46. lndivisible funds of kolkhoz 

47. Surplus of public finances 

48. General government consumption expenditure (E1) 

49. General enterprise consumption expenditure (E2) 

50. Current transfers from general government (C1) 
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53. Adjustment item in deductions from enteprises (X1) 
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57. Interest of enterprise debt (δ) 

58. Private consumption expenditures of goods and services (s) 

59. Outlay of households to enterprises (α2) 

60. Outlay of enterprises to the hanks (0) 
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連邦の財政制度

国家社会保険封政(

[自治共和国財政と地方|

| 見守政 | 

(加盟共和国直属の都市!
|財政 (ropo，ll)

12む吋11

連邦国 u家財政 i 
rocy旦APC元町HbiHEPA不τ一cc? i 

I1連邦財政 I---fm-R~ --f+. C[-n Fi3Fi"'1G'c-cn.j-ru i coD3HbIa6時限T i i加盟共和国国家財政 i

l; 共記国一期:lfl
:;p?-Y54ukaHCEE員 6IO，ll)I{eT

ソ付図 1

地方・チH財政!
(Kpa負)(o6JIaCTb) !自治共和国財政

自治共和国直
属都市財政

I 面由，白台

I一竺呈1塑空竺そ哩耳畦空 li 

↓ ↓*  

i管区財政地方けtl!直属 li
1 やや竺1-iljF空豆竺子二|

管長一叫前
政 1 財政

J地方〈丹、¥)1
11 [共通]財政

I~---;一

言語品[夫逼]二言 r"Éì ~'1岳民都
財政 1 1 !i市対政

政財'A喝司S
'Bλ

内，

勢
・/日-~，

政 (pa詰OH)長fおb

士吉氏民主]J!tl， I百 点アで政
政 rroc匂 OK

Kpa誌=組lブJ

06JIaCTb= 11'1 

oKpyr=管区

pa長OH=JlliB:

ロOCeJIOK= urr (主として訴にできた〕都市民の部落・1I1[(ソ連行政小牧)
CeJIbCKHe 6回，ll)I{TebI=村財孜

2)連邦国家財政支出中約 4/5，工連邦財政と共和Ij，1Ui政を通じて流れる (CTp121)。
3)二重WJ:1¥.、は，財政系列の最下位単一f\!~で，これらの総討が連邦国家財政を形成する。その志;味

で*部分は二m開いになるべきでふると思われるので，本去をそのように修正した。
4)各行政レベノレ毎に「共通財政と個別財政の体系jの規尉的なくりかえしになっていることに

注意されたL、。ただ Lr罰家社会誌険財政」は連邦レベルに位置 Lてレる。
tum: B. A. EB江OKHMOB;KOHmpO.flb 3a J1cnO.flHeHUe.M rocydapcm6eHHoZo ElOdxema CCCp， 
《φHHaHCbI)，M. 1974， CT予.R_ 

!i地区高麗都市
i財政二 ii 

政員寺，1 村

1:-¥1← 

。訳語について(註:)
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付表F連邦国家財政支出
(経常価格:10憶1いプル)
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付表H社会・文化・科学費(国家千算による) (経常価横:10億lレ四プル)
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付表 IV社会文ft科学費(国家予算およびその他財源による)Pac印刷HaCOUHanbHO.KymYPlIYe附仰抑制HH HayKY H3 rocYi¥a抑制HoroOIOi¥盟問Hi¥pyroxHCTOIJlllωB (経常価格:10置ル回プル)

仁逼亙日空E1960 瓦円g;~似 1 1鰯 11附 11967 11968 11抑 1197011971 11972 1m3T1例(附 l附|附 11抑
竺!竺~.竺竺:空竺!竺巴t到己日(己uよ~I己4.7ιLい目也凹3.竺竺:土出o 24.2竺竺:ι~I~I竺~I型竺竺竺叫:土土土土出~I千一一Jム一J一竺2竺竺到;土出1リI~到O.竺叫:土出9 1 33竺!竺土j竺!竺土竺竺竺;土51 44.4土ム一一一一一ム一一一一ム一一一也ム一一ム一ム
土_wl~l~土U!直6.6土~I也旦10.4ιl企川竺到|JiLfflLJ!と川町JIL11111J!と也126.4T2~:J~~:-=I~占

年

注)この支出金には次のものを含む(制.X. 1975)， CTp. 811)。
a)国家財政と国家社会保険財政を財源とする社会一文化政蛸(投資を含む)。

c)国営企業・協同組合企業・機閣の社会一文化政策費，すなわち国民経済費を財源とする社会一文化関係施設の建築投資。経済政策として国家財政より支出される資金と企業の自己資金tによる要員養成費と科学研究費。

企業構聞の経済的刺激7オi'~，その他 7 ォ γ~，および利酒を財臨とする，勤労者の主化一日常的必要費用。

付表V社会的消費7オンドの支出 (経常価格:10憶lレ同プル)

fI寸VL4111511l日曜午lh止VMl川
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付表 VIW商品一所得』モデノレ構成数値一覧

|行;列|
指示

年 A
u
 
n
b
 
A
V
 --

1961 1962 1963 1964 l' 

一-
G G N P (1) + (16) + (13) + (14) O 168.5 100.0 178.6 100.0 192.2 100.0 201. 2 100.0 216.9 100.0 233.0 

(564) 14; 1""2 生産国民所得公表値 1 145.0 86.0 152.9 85.6 164.6 85.6 1侃.8 83.9 181. 3 83.6 193.5 

(ill 32) 3; 1 生産セクター労働者賃金 2 47.9 28.4 50.9') 28.5 53.9.) 28.0 59.9 29.8 63.2 29.1 69.3 

(725) 5; 1 生産セクタ一国営企業総利潤 3 22.1 13.1 23.6 13.2 27.3 14.2 27.6 13.7 31. 5 14.5 33.4 

(725) 9; 1 協 同 組 合総利 潤 4 0.8 0.5 0.7 0.4 0.8 0.4 0.8 0.4 0.9 0.4 0.9 

(IV 32) 4; 2 コ ノレ ホ 一 ズ 賃金 5 7.4 4.4 l ".. r- (7.8) 4.4 4.5 4.8 ， .~ J10.0) 4.9 11. 5 
(IV 32) 7; 2 コノレホーズ純所得(利潤〉 6 4.8 2.8 13.5 (5.8) 3.2 (6.5) 3.4 16.0 (6.4) 3.2 15.7 (5.1) 2.4 6.4 

(725) 8; 1 取 ヲ| 税 7 31. 3 18.6 30.9 17.3 32.9 17.1 34.5 17.1 36.7 16.9 38.7 

(742) 9; 1 社 会 保 険 費 8 3.8 2.3 4.2 2.4 4.5 2.3 4.7 2.3 5.0 2.3 5. E 

(1) -(L (2)""(8)) 10; 1""2 高1 業 経 営 所 得 9 20.9 16.0 29.1 16.3 30.0 15.6 25.2 12.5 33.4 15.4 25. ~ 

(565) 1; 3 家 言十 消 費 額 10 93.9 55.7 96.7 54.1 105.0 54.6 110.3 54.8 115.5 53.3 124. ~ 

(565) 1;4"-'5 機 関 財 貨 購 入 11 10.6 6.3 11. 4 6.4 12.5 6.5 13.8 6.9 14.9 6.9 15. L 

(565) (10)+(11) 1; 6 消 費 額 ムロ. 計 12 104.5 62.0 108.1 60.5 117.5 61. 1 124.1 61. 7 130.4 60.1 140. ~ 

(ill 60) lK441非生産セタター賃金 |13 12.1 7.2 13.0
5) 7.3 13.85) 7.2 14.7 16.0 

(725) 5;4"-'5 非生産セクター利潤 14 2.2 1.3 2.5 1.4 2.5 1.3 2.2 1.1 2.6 1. 2 I 2. ~ 

ω 刊附ω| |財貨サーピスの総供給 1151 118.9 68.71 159.: 

く.740) 2;1'-""'2 滅 価 償 却 控 除 16 9.1 5.4 .10.2 5.7 11.3 5.9 15.6 7.8 17.0 7.8 18.1 

(16)-(18) 1; 9 取 替 投 資 17 3.7 2.0 4.2 2.4 4.7 2.4 7..6 3.8 8.3 3.8 9. : 

(741) 1; 10 基 本 修 理 18 5.4 3.2 6.0 3.4 6.6 3.4 8.0 4.0 8.7 4.0 9.1 

(566) 1; 7"-'10 固定フォシド増加額 19 25.3 15.0 25.3 14.2 28.4 14.8 28.2 14.0 28.9 13.3 27. ! 

(566) 1; 3 
Ij生;Jf 

産 的 20 15.7 9.3 15.6 8.7 18.2 9.5 17.4 8.6 19.2 8.9 17. ! 

(566) 1; 4 生 産 的 21 9.6 5.7 9.7 5.4 10.2 5.3 10.8 5.4 9.7 4.5 10. 

(566) 1; 11 流動フォ γ ドと予備の増加額 22 13.0 7.7 17.6 9.9 16.6 8.6 14.1 7.0 20.4 9.4 22. 

(16)+(19)+【22) 1; 7'""12 粗 蓄 積 (A)=蓄積財の総供給 23 47.4 28.1 53.1 29.7 56.3 29.3 57.9 28.8 66.4 30.6 69.1 

(753) 11; 1........2 輸 入 24 5.1 3.0 5.2 2.9 5.8 3.0 6.4 3.2 7.0 3.2 7. : 

(753) 1; 15 輸 出 25 5.0 3.0 5.4 3.0 6.3 3.3 6.5 3.2 6.9 3.3 7. 

(22)+(23) 貿 易 総 額 26 10.1 6.0 10.6 5.9 12.1 6.3 12.9 6.4 13.9 6.4 14.' 

(564) 損 失 そ の 他 27 2.2 1.3 1.9 1.1 2.1 1.1 2.2 1.1 1.6 0.7 3. 

(22)ー(23)+(25) 1; 14 損 失 28 2.3 1.4 1.7 1.0 1.6 0.8 2.1 1.0 1.7 0.8 3. 

(怖5邸陥6臼5)""""(566) い;川利用 国民一瓦得 129い42.81 71. 0 1…|ι4.51 162.5 1 山 1~6~__~~ い79.7 1 82. 9 1 190 
(742) 16; 14 住 民 税 30 5.6 3.3 5.8 6.0 3.1 6.3 3.1 6.8 3.1 7. 

(742) 16; 19 国 債 31 0.1 0.0 0.8 0.4 1.2 0.6 1.3 0.6 0.1 0.0 O. 

(742) 17; 19 幸リ i閣 カミ ら の 控 除 32 18.6 11.0 20.7 11.6 23.7 12.3 25.7 12.8 28.7 13.2 30. 

(741) 17; 19 コノレホーズ協同組合所得税 33 1.8 1.1 1.2 0.7 1.3 0.7 1.4 0.7 1.3 0.6 1. 

(597) 16; 20 住 民 貯 蓄 34 0.9 0.3 0.8 0.4 1.1 0.6 1.2 0.6 1.7 0.8 3. 

(746) 19; 18 対 産 業 長 期 信 用 35 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.3 0.1 1. 

(746) 19; 18 対コノレホーズ長期信用 36 0.2 0.0 0.5 0.3 0.5 0.2 0.8 0.4 ゐO.

(746) 19; 18 対 産 業短期 信 用 37 4.7 2.6 3.4 1.8 5.2 2.6 7.2 3.3 4. 

(622) 19; 17 対住民消費者信用 38 0.6 0.4 1.1 0.6 1.6 0.8 2.1 1.0 2.8 1.3 3. 

(746) 19; 17 対住 民 長 期 信 用 39 0.0 0.0 企0.1 0.0 60.1 0.0 60.1 0.0 O. 

((((5制印剛022〉〕 捜比粗毒較蓄仮価雪積定格量(し固を資て定経換主) 
16; 8 住 宅 投 資 40 1.9 1.0 1.7 0.9 1.6 0.8 1.5 0.7 1. 

17; 7 ~ 業 投 資 41 3.7 2.1 3.7 1.9 4.1 2.0 4.7 2.2 5. 

17; 7 コ ノレ ホ 一 ズ 投 資 42 3.0 1.7 3.3 1.7 3.5 1.7 3.9 1.8 4. 

17; 7'""-'8 国 家 投 資 43 26.8 15.0 31. 0 16.1 34.6 17.2 35.8 16.5 35. 

(731) 17;11 流動手段増(対産業〉 44 6.91) 7.31) 4.1 7.31) 3.8 7.1 3.5 10.1 4.7 4. 

(22)-(44)ー(46) 18; 12 X5:国 家 予 備 の 増 45 33. 

(414) 17; 11 コノレホーズ不可分フォシド増 46 3. 

(742) 18; 20 X，:財 政 余 弟j 47 O. 

18; 3'"'-'6 E1:政府財貨サービス経常購入 48 41. 

17; 3--6 Ez:企業財貨サーピス経常購入 49 13. 

18; 17 C1:政 府 移 転 支 出 50 10. 

17; 17 C2:企 業 移 転 支 出 51 4. 

(24)-(25) 20; 19 S:国 外 勘 定 残 高 52 60. 

17; 19 X1:経営部門払込金調整項 53 8. 

19; 19 Xz:財政収入調整項 54 O. 

18; 20 Xa:財政支出調整項 55 4 

18; 18 的:企業への財政支出 56 企7

r=o とE仮(E以定1下+ 17; 20 d:企業の支払利子等7) 57 60 

(15) -(E
1 
+ E:同Oじ〉 16; 3.......，6 s:家計財貨・サービス経常購入 58 106 

16; 18 的:家計の企業への支払い 59 26 

(備考)1)本表は，すべて， wソ連国民経済統計年表JJ(Hapo)J.Hoe X03兄員CTBOCCCP B 19XX r.)によっているが，発表年次により，多少数字の喰い違いが存在する。
2)本表の最左端の数字は，当該項目が， (H. X. 19XX r.)のそのベージにあることを示す。したがって，W75年年報』に掲載されている項については，その章別位置から，当該
ただし，ローマ数値と組合せたrm32Jのような表示は，拙稿「ソ連経済の所得循環JWスラヴ研究JJNo. 22， 1978の表番号と行番号を示す。
3)本表はすべて経常価格で表示されている。したがって，比較価格表示で発表される投資統計については，経常価格に換算したため，公式統計数字とことなるので注意されたい

(経常価格表示)の等式がなりたつように投資額を比例的に伸縮した。

4)合計値の末尾lの喰いちがL、は， 4拾5入による。
(注)1) 2年分を平均したもの。
2)国家投資を 82%と仮定して両者を分離(上項 (3)の理由で公表数字と合っていない点に注意)。
3) 36.1%と仮定して分離。
4)発表資料がえられないため 1960--63年の差を等差に並べた。
5)向上の理由，方法で補完した。
6) 76年比率0.869で分離。
7)この数字と，表9の数字とが合わないのは，表9では，r=3.1としてあるのに対し，ここでは r=0とおいたことによる。
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位置から，当該項目を他の『年報』について，探し出すことができる。

で注意されたい。換算の仕方は，投資額三組蓄積(国定フォンド増加分+減価償却額)

1. 4 I 5. 7 I 1. 4 I 6. 7 

1. 9 I 5. 0 I 1. 2 I 6. 6 

O. 0 I 1. 9 I O. 5 I AO. 2 

45. 8 I 187. 0 I 45. 0 I 198. 4 

3. 0 I 16. 2 I 4. 2 I 22. 9 5.5 I 19.3 

1. 5 I 7.5 

l. 5 I 13.3 

0.01 A7.8 

45. 3 I 222. 9~ 

4.4 I 2.2¥ 



(経常価格，単位 :10億ループリ，各年の右欄は%)

1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 

84.4 100.。415.2 100.。437.5 100.。455.9 100.0 483.6 100.。 510.5 100.。 535.3 100.。
13.6 81. 6 337.8 81. 4 354.0 80.9 363.3 79.7 385.7 79.8 405.β 79.5 422.5 78.8 l 

16.9 30.4 123.4 29.7 132.7 30.3 140.8 30.9 150.3 31.1 157.0 30.8 164.3 30.7 2 

88.1 22.9 92.2 22.2 96.6 22.1 98.1 21. 5 100.1 20.7 103.3 20.2 107.1 20.0 3 

1.8 0.5 1.8 0.4 1.6 0.4 1.7 0.4 1.7 0.3 1.8 0.3 1.7 0.3 4 

15.6 4.1 16.6 4.3 17.1 3.9 16.7 3.7 17.5 3.6 18.2 3.6 18.6 3.5 5 

6.5 1.7 7.7 1.9 7.0 1.6 5.6 1.2 5.6 1.2 6.1 1.2 5.3 1.0 6 

55.6 14.5 59.1 14.2 63.5 14.5 66.6 14.6 70.7 14.6 74.6 14.6 84.1 15.7 7 

9.3 2.4 9.9 2.4 10.6 2.4 11.3 2.5 12.2 2.5 12.4 2.4 13.1 2.4 8 

19.8 5.2 27.1 6.5 25.0 5.7 22.0 3.1 幻.6 5.7 29.7 5.8 28.3 5.3 9 

98.1 51. 5 207.1 49.9 218.1 47.6 231.8 50.8， (24.3)6) (50.2) 〔お4.9)6) (50.0) ¥ (267.1)6) 49.9 10 

27.3 7.1 29.9 7.2 32.2 7.4 34.8 7.6 (36.7) (7.6) (38.5) (7.5) (40.3) 7.5 11 

~25. 4 58.6 237.0 57.1 250.3 57.2 266.6 58.5 279.7 57.8 293.4 57.8 307.4 57.4 12 

83|ω|  83|調。| 8.3 8.1 41. 2 8.1 44.1 8.2 13 

3.6 0.91 4.0 1. 0 I 4.5 1. 0 I 4.7 1.0 4.6 1.0 5.2 1.0 5.5 1.0 14 

~60. 91 67. 91 幻5.4 67.8 323.4 339.8 66.6 357.0 66.7 15 

35.3 9.2 38.9 9.4 42.7 9.8 49.9 11.0， 54.2 11.2 58.5 11.5 63.2 11.8 16 

17.5 4.4 19.3 4.6 21. 2 4.8 28.9 6.3 31.5 6.5 34.2 6.7 37.1 6.9 17 

17.8 4.6 19.6 4.7 21. 5 4.9 21. 0 4.6 22.7 4.7 24.4 4.8 26.1 4.9 18 

55.2 14.4 60.2 14.5 62.0 14.2 61. 2 13.4 13.6 13.4 13.1 19 

34.7 9.0 39.0 9.4 40.9 9.3 38.8 8.5 20 

20.5 5.3 21. 2 5.1 21.1 4.8 22.4 4.9 
103.3 106.9 109.8 

21 

30.1 7.8 37.4 9.0 36.1 8.3 34.6 7.6 (37.3)8) 7.7 C泊.6)8) 7.6 (39.6)8) 7.4 22 

L20.6 31. 4 136.5 22.3 140.8 29.9 145.7 32.0 157.5 32.5 165.4 32.4 173.0 32.3 23 

13.3 3.5 15.5 3.7 18.8 4.3 26.7 5.9 28.7 5.9 30.1 5.9 34.6 6.5 24 

12.7 3.3 15.8 3.8 20.7 4.7 24.0 5.3 28.0 5.8 33.3 6.5 35.7 6.7 25 

26.0 6.8 31. 3 7.5 39.6 9.1 50.7 11.1 56.8 11.7 63.3 12.4 70.2 13.1 26 

3.3 0.9 3.7 0.9 5.8 1.3 0.4 0.0 2.7 0.6 6.2 1.2 5.3 1.0 ?:1 

3.9 1.0 3.4 0.8 3.9 0.9 3.1 0.7 3.4 0.7 3.0 0.6 4.5 0.8 28 

363.0 79.5 399.4 417.2 77.9 29 

14.8 3.9 15.8 3.0 17.1 3.9 18.4 4.0 19.6 4.1 20.8 4.1 22.1 4.1 30 

0.3 0.1 0.4 0.1 0.4 0.1 0.6 0.1 0.6 0.1 0.6 0.1 0.6 0.1 31 

60.0 15.6 60.0 14.5 64.4 14.7 69.7 15.3 70.6 14.6 78.4 15.4 78.6 14.7 32 

1.3 0.3 1.5 0.4 1.5 0.3 1.5 0.3 1.5 0.3 1.6 0.3 1.6 0.3 33 

7.5 2.0 7.9 1.9 10.3 2.3 12.1 2.6 12.2 2.5 13.7 2.7 14.4 2.7 34 

2.3 0.6 2.9 0.7 3.2 0.7 3.3 0.7 3.8 0.8 6.9 1.4 5.2 1.0 35 

1.9 0.5 1.6 0.4 2.0 0.5 0.7 0.2 2.9 0.6 2.9 0.6 3.3 0.6 36 

9.3 2.4 13.8 3.3 14.6 3.3 11.4 2.5 17.2 3.6 16.3 3.2 12.4 2.3 37 

4.3 1.1 4.5 1.1 4.6 1.1 4.7 1.0 4.9 1.0 5.0 1.0 5.0 0.9 38 

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 AO.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 39 

1.5 0.4 1.7 0.4 1.7 0.4 1.7 0.4 1.7 0.4 1.8 0.4 1.7 0.3 40 

17.7 4.6 17.3 4.0 17.1 3.9 17.8 3.9 (19.3)2) 4.0 (20.4)2) 4.0 (21. 6)2) 4.0 41 

8.5 2.2 9.6 2.3 10.1 2.3 10.4 2.3 11.0 2.3 11.3 2.3 11.9 2.2 42 

62.8 16.3 70.5 17.0 75.8 17.3 81.1 17.8 (88.0)2) 18.2 (92.9)2) 18.2 (98.1)2) 18.3 43 

12.1 3.1 18.3 4.4 15.6 3.6 13.3 2.9 17.8 3.7 17.1 3.2 16.9 3.2 44 

13.0 3.4 13.9 3.3 14.9 3.4 14.6 3.2 15.1 3.1 18.3 3.6 18.7 3.5 45 

5.0 1.3 5.2 2.5 5.6 1.3 6.7 1.5 3.7 0.8 4.3 0.8 4.0 0.7 46 

1.9 0.5 3.8 0.9 3.9 0.9 4.3 0.9 5.5 1.1 5.0 1.0 5.6 1.0 47 

61.1 15.9 63.6 15.3 65.9 15.1 67.7 14.8 69.6 14.4 71. 7 14.0 75.0 14.0 48 

23.8 6.2 24.8 6.0 26.7 6.1 18.7 4.1 19.4 4.0 20.4 4.0 21. 3 4.0 49 

20.2 5.3 21. 9 5.3 23.6 5.4 27.2 6.0 28.9 6.0 30.4 6.0 32.2 6.0 50 

7.6 2.0 7.8 1.9 7.9 1.8 8.6 1.9 8.9 1.8 9.0 1.8 9.3 1.7 51 

0.6 0.2 企0.3 0.0 A1. 9 0.4 2.7 0.6 0.7 0.1 A3.2 0.6 A1.1 0.2 52 

15.0 3.9 21. 2 5.1 23.8 5.4 18.3 4.0 24.2 5.0 28.0 5.5 ?:1.8 5.2 53 

0.5 0.1 0.8 0.2 0.8 0.2 0.7 0.2 0.7 0.1 0.7 0.1 0.8 0.1 54 

5.2 1.4 5.7 1.4 6.7 1.5 7.5 1.6 7.9 1.6 9.2 1.8 10.4 1.9 55 

7.2 1.9 5.0 1.2 6.6 1.5 13.3 2.9 14.0 2.9 17.3 3.4 56 

60.2 ! 0.0 1.9 0.5 60.2 ο.0 A7.8 1.7 60.8 0.2 ゐ1.0 0.2 ム8.6 1.6 57 

187.0 45.0 198.4 45.3 222.97) 48.9 234.4 48.5 247.7 48.5 260.7 48.7 58 

16.2 I 4.2 22.9 5.5 19.3 4.4 2.27} 0.5 8.6 1.8 5.9 1.1 2.4 0.4 59 


